
6広報えな 2024年 6月7 広報えな2024年 6月

定額減税しきれない方への調整給付

令和６年度個人住民税（市・県民税）所得割の納税義務者のうち、前年の合計
所得金額が1,805万円以下の方
※非課税の方、均等割のみ課税される方は、対象外です

定額減税の対象者

納税義務者本人の所得割額から、右表の額の合計額
を減税します。

減税される額

住民税の納税の仕方により、定額減税の方法が異な
ります。

減税の方法

対象者 減税額

 本人 １万円

 控除対象配偶者、扶養親族
 （国外居住者は除く） １万円／人

※控除対象配偶者を除く同一生計配偶者は、令和7年度の
住民税所得割から定額減税します

定額減税可能額が、令和６年分推計所得税額か令和６年度住民税所得割額を上
回り、定額減税しきれないと見込まれる方

給付の対象者

できる限り早い時期の支給開始を目指して準備をしています。詳細が決まり次第、市ウェブサイトでお知らせ
する他、支給対象者には、市から案内を送付します。

手続き方法

所得税 　 定額減税可能額　　　　　　　
－

 　令和６年分推計所得税額 　　
＝

　
Ａ　　　　 ３万円 ×（本人 + 扶養親族数）　　  （減税前）

給付額の計算方法

住民税  　定額減税可能額　　　　　　　 
－

 　令和６年度分個人住民税額 　＝　Ｂ
　　　　 １万円 ×（本人 + 扶養親族数）　  　（減税前）

（１万円単位で切り上げ）

Ａ Ｂ＋

支給額

令和６年分所得税で、１人３万円の定額減税が行われます。適用条件や減額方法など詳し
くは、国税庁の特設サイトで確認ください。

所得税の定額減税

全員が令和 6 年度住民税非課税者の世帯、住民税均等割のみ課税者で構成される世帯
※令和５年度に非課税世帯給付金などの支給を受けた場合は対象外

給付の対象者

10 万円／世帯（18 歳以下には、1 人当たり 5 万円を加算）給付額

市から 7 月以降に発送する確認書を記入し、返送する。手続き方法
▲国税庁定額減
税特設サイト

市ウェブサイト
低所得者支援給
付金▶

市ウェブサイト
減税しきれない
方の調整給付▶

市ウェブサイト
定額減税▶

定額減税が始まります

Ｑ . 昨年中の収入はなく、令和６年度の住民税は非
課税です。定額減税の対象ですか？
Ａ . 定額減税の対象ではありませんが、低所得者支
援給付金に該当する場合があります。

Ｑ . 令和６年１月以降に転入しました。定額減税は
どこで受けられますか？
Ａ . 住民税は、１月１日に住所のある市区町村で課
税されるため、１月１日に住所があった市区町村に
確認してください。

Ｑ . 配偶者の合計所得金額が48 万円を超えたため、
配偶者特別控除を受けています。定額減税の対象で
すか？
Ａ . 配偶者特別控除は控除対象配偶者ではないため
定額減税の対象ではありません。

Ｑ . ふるさと納税しているとどうなりますか？
Ａ . ふるさと納税の控除上限額を計算する際に用い
る所得割額は、定額減税前の税額です。ふるさと納
税額の控除上限額が引き下がることはありません。

Ｑ . 住宅ローンがあるとどうなりますか？
Ａ . 定額減税は、住宅ローン控除や寄附金税額控除
など、全ての控除後の所得割額から減税します。

Ｑ .16歳未満の扶養親族は定額減税の対象ですか？
Ａ . 対象に含まれます。

＆AQ

定額減税調整給付金推進室
（税務課内）志 26-6814

個人住民税の定額減税 税務課市民税係志 26-6814問

問

 給与所得にかかる特別徴収（給与天引き）の場合
　6月分の給与天引きは行わず、減税後の税額を 7月から来年5月までの11か月で分割して給与天引きします。

 公的年金等の所得にかかる特別徴収（年金天引き）の場合
　10月支払分の年金から天引きされる税額から減税します。減税しきれない部分の金額は、12月支払分以降 
　の税額から順次減税します。

 普通徴収（納付書や口座振替による納付）の場合
　第１期分の税額から減税します。減税しきれない部分の金額は、第２期以降の税額から順次減税します。

６月分から減税

Ｒ６．６月 ８月 10 月 Ｒ７．１月

通常

定額減税

通常

定額減税

Ｒ６．６月 ７月 ８月 9 月 10 月 12 月 Ｒ７．１月 ２月 ３月 ４月 ５月11 月

徴収なし

通常

定額減税

Ｒ６．４月 ６月 ８月 10 月 12 月 Ｒ７．２月

仮特別徴収税額（前年度分の税額の1/2を徴収） 特別徴収税額（仮特別徴収税額を除いた税額）

10 月分から減税仮特別徴収税額を確定・通知済み

低所得者支援給付金 社会福祉課志 26-2117問


